
（２）高大接続改革

13

「高大接続改革」とは

○「高大接続改革」とは何か。

◆ 大学入試改革も含まれているが、それだけではない。
◆ ①「高等学校教育」と、
②「大学教育」、
③両者を接続する「大学入学者選抜」を、
連続した１つの軸として、一体的に改革するもの。

○なぜ「高大接続改革」なのか。（なぜ三者一体なのか。）

◆「高等学校教育」と「入学者選抜(大学入試)」は一緒に変わる必要。
・大学入試が変わらないと高校教育が変わらない、
・受験圧力の低下と高校生の学修量の低下、等

◆ 少子化・国際競争の進展の中で、大学教育の質的転換（しっか
りと学ぶ大学教育へ）
・大学教育を受けるに足る入学者の選抜

・多様な入学者とそれに合わせた教育プログラムの必要性、等
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「高大接続改革」の必要性

学力の３要素を多面的に評価する

学力の３要素を育成する

● 国際化、情報化の急速な

進展 → 社会構造も急速

に、かつ大きく変革。

● 知識基盤社会のなかで、

新たな価値を創造していく

力を育てることが必要。

● 社会で自立的に活動して

いくために必要な「学力の

３要素」をバランスよく育む

ことが必要。

【学力の３要素】

①知識・技能の確実な習得

②（①を基にした）思考力、

判断力、表現力

③主体性を持って多様な人々

と協働して学ぶ態度

高等学校教育・大学教育・大学入学者選抜
の一体的改革（高大接続改革）

高校までに培った力を
更に向上･発展させ、
社会に送り出すための

※ここでの学力の３要素は、中央教育審議会「新しい時代にふさわしい
高大接続の実現に向けた高等学校教育、大学教育、大学入学者選抜
の一体的改革について～全ての若者が夢や目標を芽吹かせ、未来に
花開かせるために～（答申）」（平成２６年１２月２２日）で示されたもの。

15

中央教育審議会「新しい時代にふさわしい高大接続の実現に向けた高等学校教育、大学教育、大学入学者選抜の一体的改革
について（答申）」（平成２６年１２月２２日）

○ 今回の答申は、教育改革最大の課題でありながら実現が困難であった「高大接続」改革をはじめて現実のものとするための方策として、「高等学
校教育」「大学教育」及び両者を接続する「大学入学者選抜」の抜本的改革を提言するもの。

「高大接続改革実行プラン」（平成２７年１月１６日）文部科学大臣決定

○ 高大接続答申を踏まえ、高大接続改革を着実に実行する観点から、文部科学省として今後取り組むべき重点施策とスケジュールを示したもの。
平成２７年１月に文部科学大臣決定として公表。

「高大接続システム改革会議」（平成２７年３月～平成２８年３月）

○ 高大接続答申・高大接続改革実行プランに基づき、高大接続改革の実現に向けた具体的な方策について検討。平成２８年 ３月に最終報告。

中央教育審議会へ諮問「大学入学者選抜の改善をはじめとする高等学校教育と大学教育の円滑な接続と連携の強化のための
方策について」（平成２４年８月２８日）

○ 高等学校教育の質の確保・向上、大学の人材育成機能の抜本的強化、能力・意欲・適性を多面的・総合的に評価しうる大学入学者選抜制度へ
の転換について提言。

教育再生実行会議「高等学校教育と大学教育との接続・大学入学者選抜の在り方について（第四次提言）」
（平成２５年１０月３１日）

○ 文部科学大臣から中央教育審議会に対し諮問が行われ、中央教育審議会では総会直属の高大接続特別部会を設置。同年９月から審議を開始。

※自由民主党文部科学部会「高大接続改革に関する小委員会」（平成２７年３月～２８年３月）においても、議論。

文部科学省内に検討・準備グループ等を設置（平成２８年４月～）

○ 高大接続システム改革会議「最終報告」を踏まえ、検討・準備グループ等を設置し、具体的制度設計を検討。

高大接続改革の議論・検討の流れ

高大接続改革の進捗状況を公表（平成２８年８月、平成２９年５月）

○ 高等学校・大学等の関係団体等からの意見を踏まえ、検討・準備グループ等で検討を行い実施方針等について策定
・「高校生のための学びの基礎診断」 ：文部科学省において一定の要件を示し、民間の試験等を認定するスキームを創設
・「大学入学共通テスト」（平成32年度～） ： 記述式問題導入、英語の4技能評価のための民間等資格・検定試験の活用 等
・選抜に関する新たなルールの設定 ： AO入試及び推薦入試の評価方法、出願及び合格発表時期 等

高大接続改革の実施方針等の策定（平成２９年７月１３日）

○ 各々の検討・準備グループ等の検討状況を平成２８年８月及び平成２９年５月に公表。
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高大接続改革の全体像イメージ（高大接続システム改革会議最終報告より）
－「高等学校教育」,「大学教育」,「大学入学者選抜」の一体的改革による「学力の３要素」の伸長－

◎ 明確な「入学者受入れの方針」に基づき、
「学力の３要素」を多面的・総合的に評価する選抜へ改善
※入学希望者に求める能力と評価方法の関係の明確化とそれに基づく選抜

• 新たな選抜実施ルールの構築
• 「調査書」の改善や「学修計画書」等の充実

◎ 思考力・判断力・表現力の一層の重視
・ 記述式問題の段階的導入

平成３２～３５年度：短文記述式
平成３６年度～：より文字数の多い記述式

・ マークシート式問題の改善（平成３２年度～）

・ ＣＢＴの検討・導入（平成３６年度以降の導入を目指す）
※複数回実施については、日程上の課題やＣＢＴの導入、等化等な

どを中心として、引き続き検討

→「最終報告」後、「大学入学者選抜方法の改善に関する 協議」の場で具体
的な在り方を検討（平成３２年度に実施 される選抜から適用）

高等学校教育改革

→「最終報告」後、文部科学省において、関係団体等の参画を得て、実証的・専
門的検討、新テストの実施方針（平成２９年度初頭）に反映

• 関係省令の改正（「三つの方針」の一体的な策定・公表の制度化）
（平成２８年３月改正、平成２９年４月施行）

• 「三つの方針」の策定・運用に関する「参考指針」の作成（平成28年3月）

• 各大学において育成を目指す人材像や具体的な教育活動の明確化
• 入学から卒業までの、大学教育を充実するためのPDCAサイクルを強化

✔三つの方針（卒業認定・学位授与、教育課程編成・実施、
入学者受入れ）に基づく 大学教育の質的転換

✔認証評価制度の改善

• 高大接続改革の趣旨を踏まえた評価項目・方法の改善（「三つの方針」に基づ
く大学教育の質的転換促進や、内部質保証を重視した評価）

（平成３０年度から始まる第３サイクルの評価に反映）

✔学習指導要領の抜本的な見直し

✔学習・指導方法の改善

✔多面的な評価の推進

• 育成すべき資質・能力を踏まえた教科・科目等の見直し
（「歴史総合（仮称）」、「数理探究（仮称）」、情報活用能力を育成する新科目など）

• カリキュラム・マネジメントの普及・促進

• アクティブ・ラーニングの視点からの学習・指導方法の改善
• 教員の養成・採用・研修の見直し

• 学習評価の改善
• 多様な学習成果を測定するツールの充実
→「高等学校基礎学力テスト（仮称）」の導入

基礎学力の定着度合いを把握し、指導の工夫に生かす仕組み。
CBT導入を検討。

（平成３１～３４年度：試行実施、平成３５年度～：新学習指導要領に対応）

→農・工・商業などの検定試験や英語などの民間検定試験の利活用の促進

《「学力の３要素」の確実な育成 》

《「学力の３要素」の多面的・総合的評価 》
《「学力の３要素」の更なる伸長》

大学教育改革
→「最終報告」後、文部科学省において、関係団体等の理解と協力を得て、

実証的・専門的検討、新テストの実施方針（平成２９年度初頭）に反映

大学入学者選抜改革

✔ 「大学入学希望者学力評価テスト（仮称）」 の導入
（平成３２年度～実施、平成３６年度からは新学習指導要領に対応）

✔個別入学者選抜の改革

17

高大接続改革の進捗状況について
１．高等学校教育改革

２．大学入学者選抜改革

教育課程の見直し

・ 平成27年８月「論点整理」。
平成28年８月「次期学習指導要領等に向けたこれまでの審議のまとめ」を取りまとめ。
平成28年12月答申「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び必要な方策等について」、
平成29年度に高等学校学習指導要領改訂予定。

学習・指導方法の改善と教員の指導力の向上
・ 生徒の資質・能力を育成する「主体的・対話的で深い学び」（アクティブ・ラーニング)の視点からの授業改善について、学習指導要領と一体で議論。
・ 教員の資質・能力の向上については、平成２７年１２月答申。

「教育公務員特例法等の一部を改正する法律案」（教特法、免許法、教員研修センター法の一括改正）が、臨時国会（１９２回）に提出され、成立。

多面的な評価の推進

・ 平成28年度中に「高等学校基礎学力テスト（仮称）」検討・準備グループにおける実施内容・方法等の検討や、検討に資する実証データの蓄積を目的とした
「試行調査」を行い、それらを踏まえ「高校生のための学びの基礎診断」の実施方針を策定（平成29年７月）。

・ 中教審答申を受け、「キャリア・パスポート（仮称）」の策定・活用方法等について平成29年度から調査研究事業を実施。学習指導要領の改訂を踏まえ、指導
要録参考様式を改訂予定。「検定事業者による自己評価・情報公開・第三者評価ガイドライン」を策定（平成29年10月）。

「大学入学共通テスト」の導入

・ 国語及び数学については記述式問題を導入し、英語については４技能（読む・聞く・話す・書く）を適切に評価するため、民間等が実施する資格・検定試験を
活用すること等を定める「大学入学共通テスト」の実施方針を決定（平成29年７月）。

個別大学の入学者選抜の改革
・ 国公私立の別を問わず、各大学の方針に基づき、受検者を多面的・総合的に評価するための入学者選抜改革の取組が進展。
・ 委託事業における、複数の大学等がコンソーシアムを組んだ、国語、地歴公民、理数、情報、主体性等に関する新たな評価手法の開発及び普及の取組。
・ 高等学校や大学関係者等による「大学入学者選抜方法の改善に関する協議」の場で、評価方法や出願及び合格発表の時期等の入学者選抜に関する新た

なルールの設定や調査書・提出書類の改善等について検討し、「平成33年度大学入学者選抜実施要項の見直しに係る予告」を決定（平成29年７月）。

３．大学教育改革

「三つの方針」に基づく大学教育の質的転換

・ ①卒業認定・学位授与、②教育課程の編成・実施、③入学者受入れの「三つの方針」の策定・公表を各大学に義務付け、平成29年４月から施行。
・「三つの方針」策定・運用に関するガイドラインを国が作成・配布。

認証評価制度の改善
・ 「三つの方針」等を共通評価項目とし、平成30年度から認証評価に反映。

平成29年11月１日時点

※ 上記改革の着実な推進のため、平成30年度高大接続改革関連予算として、総額70億円を概算要求として計上。
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高大接続システム改革のスケジュール

【具体的方策】２．大学教育改革

三つの方針に
基づく大学教
育の実現

学校教育法施行
規則、大学設置基
準等の改正、三つ
の方針の策定・公
表のガイドライン
の策定

認証評価制
度の改革

各大学において、
三つの方針の策
定、見直し等の
取組（３月末まで
に要完了）

４
月
改
正

省
令
施
行

認証評価の細目
を定める省令の
改正（三つの方
針に関する評価）
など

評価機関におい
て、新たな評価基
準等への改訂、
各大学への周知

各大学に
おいて、
自己点
検・ 評価

４
月
改
正

省
令
施
行

第３サイクル評価開始（平成３０年度～）

周知・徹底
教育課程の
見直し

学習指導方法の
改善、教員の指
導力の向上

「高校生のた
めの学びの基
礎診断」の仕
組みの構築

多面的な
評価の充実

中央教育
審議会に
て審議

答
申

告
示

制度改正

中央教育
審議会に
て審議

答
申

教科書作成・検定・採択・供給

「実施方針」
の策定に向け
た検討

新学習指導要領
（年次進行で実施）

新学習指導要領を
踏まえた対応

多面的な評価の推進
・学習評価の在り方の見直しや指導要録の改善
・学習成果を多面的に評価するツールとしての民間検定等の活用の促進
・生徒自身の自発的なキャリア形成を促す方策の推進

制度改正に基づく教員の養成・採用・研修の充実

「
実
施
方
針
」の
策
定
・

公
表

★各大学における各方針を踏まえた卒業認定、
カリキュラム改革、入学者選抜の改革、SD、FD等の取組
→ 可能なものから速やかに実施

【具体的方策】３．大学入学者選抜改革

【具体的方策】１．高等学校教育改革

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度 ３２年度 ３３年度 ３４年度 ３５年度 ３６年度

「大学入学
共通テス
ト」の導入

個別大学に
おける入学
者選抜改革

「実施方針」の
策定に向けた
検討

「
実
施
方
針
」の

策
定
・公
表

試
行
調
査
の
実

施
（

10
万
人

規
模
）

「
実
施
大
綱
」の
策

定
・公
表

「
大
学
入
学
共

通
テ
ス
ト
」実
施

新
学
習
指
導
要

領
に
対
応
し
た

「
実
施
大
綱
」の

予
告

新
学
習
指
導

要
領
に
対
応
し

た「
実
施
大

綱
」の
策
定
・公

表

新学習指導要領
の下での実施

大学入学者選
抜実施要項の
見直しについて、
高校・大学関係
者による協議

各
大
学
で

選
抜
実
施

新
学
習
指
導
要
領

に
対
応
し
た
個
別

選
抜
の
実
施
に
関

す
る
通
知

各
大
学
の
入

学
者
選
抜
方

法
等
の
予
告
・

公
表

「
平
成
37
年
度
大

学
入
学
者
選
抜
実

施
要
項
」発
出
（36

年
5
月
）

各
大
学
で

選
抜
実
施

新
学
習
指
導
要

領
に
対
応
し
た
テ

ス
ト
の
実
施

現行学習指導要領の下での実施

試
行
調
査
（プ
レ

テ
ス
ト
）の
実
施

（
5
万
人
規
模
）

確
認
試
行
調
査

の
実
施

各
大
学
の

入
学
者
選

抜
方
法
等

の
予
告
・

公
表

「
平
成
33
年
度
入
学

者
選
抜
実
施
要
項
」発

出

認
定
の
枠
組
み
の
構
築

各年度で申請受付・審査・認定・情報提供 → 各高等学校で選択し計画的に実施

大
学
入
学
者
選
抜
実

施
要
項
の
見
直
し
に

係
る
予
告
通
知

新テストに係る実証的・専門的検討と準備・実施

新
学
習
指
導

要
領
に
対
応
し

た
診
断
開
始

検
証
・
見
直
し

19

（３）高等学校教育に関する現状
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（国公私立の全日制・定時制の計）

文部科学省「平成28年度学校基本調査（確定値）」

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0

100

200

300

400

500

600

S2325 27 29 31 33 35 37 39 41 43 45 47 49 51 53 55 57 59 61 63 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28

%万人
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高校等進学率（％）

年度

H28 私立
104万人

私立高校の生徒数(万人)
S25 42.5％

S40 70.7％

S40 507.4万人

S49 90.8％

H28 国公立
226.1万人

高等学校等・高専の進学者（115.4万人(H28)）
高校進学率＝ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー

中学校等の卒業者（116.9万人(H28)）

進学率 通信制を含めると98.7%

Ｈ28 96.6％

高等学校等への進学率は着実に向上し、昭和49年度に90％を超えた

21

高等学校等への進学率［推移］

447.2579

503.7537

547.6635

461.7614

405.6112
394.9929

381.639
369.8972

360.8853
349.477

338.5698
329.8037 325.8851 324
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S55 S60 H2 H7 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

全日制

定時制

通信制

計

文部科学省「平成28年度学校基本調査（確定値）」

生徒数（万人）

22

S55 S60 H2 H7 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

全日制 4,472,579 5,037,537 5,476,635 4,617,614 4,056,112 3,949,929 3,816,390 3,698,972 3,608,853 3,494,770 3,385,698 3,298,037 3,258,851 3,235,937 3,252,457 3,233,248 3,243,422 3,212,916 3,231,992 3,221,781 3,216,174

定時制 149,351 140,144 146,701 107,331 109,322 111,827 112,962 110,855 110,195 110,472 108,815 108,524 108,638 111,374 116,236 116,007 112,187 106,724 102,027 97,333 93,168

通信制 128,987 132,644 153,983 153,983 181,877 190,132 192,092 190,106 181,785 183,518 182,517 182,595 183,279 186,112 187,538 188,251 189,418 185,589 183,754 180,393 181,031

計 4,750,917 5,310,325 5,790,322 4,878,928 4,347,311 4,251,888 4,121,444 3,999,933 3,900,833 3,788,760 3,677,030 3,589,156 3,550,768 3,533,423 3,556,231 3,537,506 3,545,027 3,505,229 3,517,773 3,499,507 3,490,373

生徒数（人）

生徒数［推移］
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高等学校の学科数（学科別）［推移］

7,319 7,459 7,440 7,707 7,746 7,631 7,484
6,800 6,789 6,746 6,714

普通3,366 3,586 3,965 4,040 4,318 4,338 4,286 4,182 3,833 3,824 3,797 3,783

－
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000

文部科学省「平成28年度学校基本調査（確定値）」

※ 全日制・定時制のみ

※「その他の専門学科」には、理数、体育、音楽、美術、外国語、国際関係等の学科がある。

※ 学科数について、同一の学科が全日制・定時制の両方に設置されている場合は１として計上。

学科数（学科） 計7,255

農業 679
581

492 460 434

411 382 358 307 311

309 306

工業 715 736

686
685

690 695
662 635

542
540

537 531

商業 1,201
1,126 1,103 1,083 1,064 1,030

936

819

655
647 636

631

水産 56 53 52 53 52 52 48 46 42 42 42 42

家庭 955

856
768

698

634 536

430
372

278 277
277 273

看護 159 159 160 152 140

139
99

95 95 94
94

情報 22 29 29 28 28

福祉 68
98 98 98

95

その他 283
222 234 261 363

521

607 606 566

570
566 566

総合学科 23

141
277

355 356 362 365

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

昭和45年 50 55 60 平成2年 ７ 12 17  25  26  27  28

23

高等学校の学科別生徒数の構成割合［推移］

職業学科の比率は年々減少。普通科は最近20年間、ほぼ一定（約7割）で推移

文部科学省「平成28年度学校基本調査（確定値）」

資料：文部科学
省「学校基本調
査」
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21.7 
22.1 
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22.5 
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24.9 
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31.1 
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41.5 
40.1 

3.2
3.2
3.2
3.2
3.1
3.1
3.1 
3.0
3.1 
3.0 
3.0 
2.8 
2.8 
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0.0 
0.0 
0.0 
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28
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7

平成2
60
55
50
45
40
35

昭和30
（年） 職業学科（専門高校）

総合学科

その他の
専門学科

普通科

※総合学科は平成6年度より制度化。「その他の専門学科」には、理数、体育、音楽、美術、外国語、国際関係等の学科がある。
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文部科学省「平成28年度学校基本調査（確定値）」

学科別学校数（全日制・定時制の本科）課程別学校数

全日制課程：通常の課程、修業年限３年
定時制課程：夜間その他特別の時間又は時期において

授業を行う課程、修業年限３年以上
通信制課程：通信による教育を行う課程、修業年限３年以上

※一つの学校が２つ以上の学科を持つ場合は、
それぞれの学科について、重複して計上。

※一つの学校が２つ以上の課程を併置している場合は、
それぞれの課程について、重複して計上。

通信制
244
 4.3%

定時制
649

 11.5%

全日制
4,755
84.2%

その他の学科
 566

 8.4%

情報科
 28

 0.4%

水産科
42

 0.6%

看護科
 94

 1.4%

福祉科
 95

 1.4%

家庭科
 273

 4.1%

農業科
 306

 4.6%

工業科
 531

 7.9%

商業科
 631

 9.4%

専門学科
 2,566

 38.2%

総合学科
 365

 5.4%

普通科
 3,783

 56.3%

25

課程別・学科別学校数（平成２８年度）［内訳］

文部科学省「平成28年度学校基本調査（確定値）」

福祉科
 9,200
 0.3%

情報科
 3,096
0.1%

その他の学科
 105,539

 3.2%

水産科
9,196
 0.3%

看護科
 14,457
 0.4%

家庭科
41,105
 1.2%

農業科
 82,372
 2.5%

商業科
 198,498

 6.0%

工業科
 252,744

 7.7%

専門学科
 716,207
 21.7%

総合学科
 176,718

 5.4%

普通科
 2,406,674

 72.9%

全日制
3,206,634
92.1%

通信制
181,031
5.2%

定時制
92,965
2.7%

学科別生徒数（全日制・定時制の本科）課程別生徒数

全日制課程：通常の課程、修業年限３年
定時制課程：夜間その他特別の時間又は時期において授業を行う課程、

修業年限３年以上
通信制課程：通信による教育を行う課程、修業年限３年以上

26

課程別・学科別生徒数（平成２８年度）［内訳］
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高等学校卒業生の進路 ［推移］

22.3%

54.7%

17.9%
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28262422201816141210864H2636159575553514947454341393735333129S27S25

万人

（参考）高校卒業者数（全日制・定時制）(万人)

大学短大進学率

新規卒業者に占める就職者の割合

専修学校･各種学校等進学率

「大学短大進学率」は、昭和58年度以前は通信制への進学を除いており、厳密には59年度以降と連続しない 文部科学省「学校基本調査」 27

○ 平日，学校の授業時間以外に全く又はほとんど勉強していない者は，
高校３年生の約４割

○ 高校生の学校外の平均学習時間については、中上位層には大幅な減少からの改善
傾向が見られるが、下位層は低い水準で推移している

■高校生の学習時間の経年変化

（分）

■高校生の家庭学習時間

（出典）国立教育政策研究所「平成１７年度教育課程実施状況調査」
※平日の平均学習時間。土日は除く。

塾・予備校，家庭教師との学習時間を含む。
※回答人数149,753人

全くしない
39%

３０分未満
8%

３０分以上

１時間未満
8%

１時間以上

２時間未満
10%

２時間以上

３時間未満
11%

３時間以上
24%

その他
0%

無回答
0%

高校生の学力・学習意欲等の状況

89.2

70.0

56.8

65.5

83.6

67.0

84.5

108.0

98.8

105.1

119.1

44.643.2

49.5
54.7

38.2

62.0

112.1

60.3

114.9

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

１９９０年 １９９６年 ２００１年 ２００６年 ２０１５年

偏差値４５未満 偏差値４５－５０ 偏差値５０－５５ 偏差値５５以上
（調査実施年）

（出典）ベネッセ教育総合研究所「第５回学習基本調査」

※平日の平均学習時間。土日は除く。塾・予備校、家庭教師との学習時間を含む。
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※ＰＩＳＡ調査：ＯＥＣＤが15歳児（我が国では高校1年生）を対象に実施

（調査実施年）

（平均得点）

• ※各リテラシーが初めて中心分野となった回（読解力は2000年、数学的リテラシーは2003年、科学的リテラシーは2006年）のＯＥＣＤ平均５００点を基準値として
、得点を換算。数学的リテラシー、科学的リテラシーは経年比較可能な調査回以降の結果を掲載。中心分野の年はマークを大きくしている。

• ※2015年調査はコンピュータ使用型調査への移行に伴い、尺度化・得点化の方法の変更等があったため、2012年と2015年の間には波線を表示している。

平均得点及び順位の推移

OECD生徒の学習到達度調査（PISA2015）の結果
○ 科学的リテラシー、読解力、数学的リテラシーの各分野において、日本は国際的に見ると引き続き、平均得点が高い上位グループに位置してい

る。一方で、前回調査と比較して、読解力の平均得点が有意に低下しているが、これについては、コンピュータ使用型調査への移行の影響などが

考えられる。

○ 今回調査の中心分野である科学的リテラシーの平均得点について、三つの科学的能力別に見ると 日本は各能力ともに国際的に上位に位置し

ている。

○ 生徒の科学に対する態度については、ＯＥＣＤ平均と比較すると肯定的な回答をした生徒の割合が依然として低いものの、例えば自分の将来に

理科の学習が役に立つと感じている生徒の割合が2006年に比べると増加するなどの改善が見られた。

（出典）OECD生徒の学習到達度調査（PISA2015） 29

○ 従 来 か ら 見 ら れ た 「 自 分 の 考 え を 説 明 す る こ と 」 な ど に 課 題 が あ る 。 （ 解 答 を 課 題 文 中 か ら 探 そ う と し て い る な ど の 誤 答 ）

○ 過 去 の 結 果 と 比 べ て 正 答 率 に 大 き な 変 化 が あ っ た 設 問 の 誤 答 状 況 を 分 析 す る と 、

・ 複 数 の 課 題 文 の 位 置 付 け 、 構 成 や 内 容 を 理 解 し な が ら 解 答 す る こ と が で き て い な い

・ コ ン ピ ュ ー タ 上 の 複 数 の 画 面 か ら 情 報 を 取 り 出 し て 整 理 し 、 そ れ ぞ れ の 関 係 を 考 察 し な が ら 解 答 す る こ と が で き て い な い な

ど の 誤 答 が 見 ら れ た 。

3.1
6.7

16.6

26.7 28.4

18.5

3.6

9.2

19.8

30.5
26.0

10.8

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

レベル1b,1b未満

（レベル1未満)

レベル1a

（レベル1）

レベル2 レベル3 レベル4 レベル5以上

読解力の習熟度レベル別の生徒の割合（経年変化）

2000年調査 2003年調査 2006年調査 2009年調査 2012年調査 2015年調査

【過去の調査結果と比べて大きな変動があった設問の誤答分析】

○コンピュータ画面上での情報の理解＜世界の言語 問３＞

画面１

画面２

設問 １ページ目の「表」と２ページ目の「文章」の矛盾点を
説明する

誤答 表と文章の読み取りが正確にできておらず、矛盾点をうまく
説明できていない

２画面にわたる表の情報と文章の情報を、それぞれ整理し突き合わ
せることがうまくできなかった可能性

○情報の見落とし＜ワークライト社 問２＞

○課題文の情報の誤読＜本について 問１＞

設問 比較的長い非連続型の文章を読み、解答する

誤答 文章の最後にある情報（注意書き）の位置付けを
捉えられていなかったための誤答

設問 宣伝文、書評１、書評２を読み、作者を解答する

誤答 宣伝文の中にある、本の登場人物や書評の執筆者を解答

課題文の情報を整理しな
がら読めていないために
・一部の情報について文章

全体における意義を捉え
られていなかった

・複数の文章の関係や個別
の情報の意義が捉えられ
ていなかったなどの可能
性

PISA2015 読解力の結果分析

3041 45 / 81



国際数学・理科教育動向調査（TIMSS2015）の結果

◆学習への動機付けの課題

数学 理科

日本
国際

平均
日本

国際

平均

数学・理科の勉強は楽しい 52% 71% 66% 81%

数学・理科を勉強すると日常生活に役立つ 74% 84% 62% 85%

他教科を勉強するために数学・理科が必要 67% 80% 36% 73%

志望大学に入るために良い成績が必要 73% 85% 59% 77%

将来望む仕事につくために良い成績が必要 65% 81% 51% 72%

数学・理科を使うことが含まれる職業につきたい 21% 52% 25% 60%

＜日本の生徒の学習に対する意識＞
学習への動機付け、実社会との連関に課題

※ 生徒質問紙調査（対象：中学校２年生）において、下記項目に
つき、「強くそう思う」、「そう思う」と回答した生徒の割合の合計

31

◆米中韓の生徒に比べ、日本の生徒は、「自分には人並みの能力がある」という自尊心を持っている割合が低く、
「自らの参加により社会現象が変えられるかもしれない」という意識も低い。

生徒の自己肯定感、社会参画に関する意識

32

10.2 27.1 40.9 18.6

14.0 39.3 19.5 9.5

17.4 40.9 29.4 9.9

11.7 54.8 26.9 5.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

日本

米国

中国

韓国

①全くそう思う ②まあそう思う

③あまりそう思わない ④全くそう思わない

【問３３－２】 私の参加により，変えてほしい社会現象が少し変えられるかもしれない

（出典）（財）一ツ橋文芸教育振興協会，（財）日本青少年研究所「中学生・高校生の生活と意識 －日本・アメリカ・中国・韓国の比較－（2009年2月）」より文部科学省作成

6.5 23.6 49.8 18.5

16.9 52.9 19.5 6.8

19.6 43.1 28.3 8.4

11.4 57.0 25.5 5.5

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

日本

米国

中国

韓国

①全くそう思う ②まあそう思う

③あまりそう思わない ④全くそう思わない

中学生 高校生

（出典）
（独）国立青少年教育振興機構
「高校生の生活と意識に関する
調査報告書」（2015年8月）より
文部科学省作成
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自分はダメな人間だと思うことがある自分には人並みの能力がある

日本
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韓国

55.7％

88.5％

90.6％

67.8% 72.5％

56.4％

35.2％

45.1％

日本
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中国

韓国

自分の性格評価（高校生）
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（出典）文部科学省「大学における教育内容等の改革状況について」

補習授業を実施している大学数は、平成27年度で389校・全体の約52％であり、平成15年度の2倍強に増加。

[参考] 補習授業： 卒業要件としての履修単位の範囲外の、本来高等学校レベルで実施すべき教育内容を扱う授業等を行うこと。

大学における補習授業の実施状況
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※平成22年度については、東日本大震災の影響を考慮し、調査を実施していない。

(大学数)
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（４）調査研究
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調査の全体像

（１） 本体調査

（２） 生徒／学校へのアンケート調査 （３） 共通技能としての読解力調査

※ 平成２９年度に３つの調査間での
クロス集計分析を実施

（対象者）

・ 実践研究校１２校／５,０００人（１、２年生）を
対象

（実施時期）

・ ２９年１～３月のうち、学校と試行調査受託事
業者が調整した日時で実施

（実施内容）

・ 国語、数学、英語の３教科、うち英語は４技能測定
（「話す」は別日程で学校実施）

・ １教科当たり５０分程度、 ２段階のレベルから選択

（実施方法）

・ 実践研究校のＩＣＴ環境の状況に応じて
以下の方式から選んで実施

① ＣＢＴ（オンライン方式）

② ＣＢＴ（外部媒体方式）

③ ＣＢＴ及びＰＢＴ併用

（その他）

・ 国、数、英の記述式は、最低１問以上実施
（ＣＢＴ上での実施/採点も可能な限り検証）

（生徒） 学校内外での学習状況/生活習慣等のアンケート調査

（学校） 生徒の状況、学校での授業・補習等の指導状況、ＰＤ
ＣＡサイクルの具体的な取組状況等のアンケート調査

※ 両者に対し、調査（1）及び（３）の感想・意見等も調査

・ 国立情報学研究所（ＮＩＩ）と連携して、本調査を実施

・ 上記調査（1）の正答状況と、本調査の正答状況とを比較検証
することで、試験問題の指示や意図を正確に理解できているか
どうかなどを分析し、その後の学校の指導の工夫・充実に活用

○ 標記試行調査では 「本体調査」 「アンケート調査」 「共通技能としての読解力調査」からなる３つの調査を一体的に実施

することを目指す。

35

「高等学校基礎学力テスト（仮称）」に関する平成２８年度試行調査について

「高校生のための学びの基礎診断」に関する平成２９年度試行調査について

事業区分 対象団体（実践研究校） 教科 対象学年・学級 実施方法
事業Ａ 継続団体 １０団体、１２校 国語・数学・英語 第１、第２学年の全学級 紙筆試験（ＰＢＴ方式。但し、英語スピーキングテストはＣＢＴ方式）
事業Ｂ 新規団体 ７団体、８校 国語 第１、第２学年の全学級 紙筆試験（ＰＢＴ方式）
事業Ｃ 数学 紙筆試験（ＰＢＴ方式）
事業Ｄ 英語 紙筆試験（ＰＢＴ方式）、ＣＢＴ方式のいずれか（併用可）

但し、英語スピーキングテストはＣＢＴ方式
事業Ｅ 国語・数学・英語 第１、第２学年の各１学級 ＣＢＴ方式（ＣＢＴの特性を生かした試験問題を出題）

教科 科目
解答
時間

問題の内容 解答方式
基本的枠組 共通事項

国語 国語総合 ５０分 ○思考力・判断力・表
現力等を問う問題を
出題

○義務教育段階の内
容を含める

○「書くこと」に関する問題 →複数の文字数（例えば、20字、40字、80字、120字）の記述式問題

○統合的応用問題（仮称）→社会生活とのつながりを意識した設定において、高校生に求められる基
礎的な国語の能力を確認する問題

※テクストの全体又は部分を把握、精査・解釈して解答する問題

○記述式を基本（必
要に応じて選択式を
出題）

数学 数学Ⅰ ５０分 ○数学に関する基礎的な知識・技能を活用して解く問題→「数と式」、「図形と計量」、「二次関数」、
「データの分析」の内容について活用する問題（解答は記述式）

○統合的応用問題（仮称）→数学と生活を関連づけ、数学的方法によって課題を解決する場面を設
定し、高校生に求められる数学の基礎的な能力を確認する問題

英語 コミュニケー
ション英語
Ⅰ

6０分
～70分
程度

○４技能を測定
○ＣＥＦＲのＡ１～

Ａ２レベルを目安
○義務教育段階の内

容を含める

○「聞くこと」、「読むこと」、「書くこと」に関する問題
→実際の言語使用場面を設定するなど

○「話すこと」に関する問題 →実際の言語使用場面を念頭に置いた内容とするなど

○選択式を基本
○「書くこと」について記

述式問題
○「話すこと」についてＣ

ＢＴ方式（録音方
式）とする。

○ 高等学校の生徒の学習成果や課題について確認し、学校における指導改善に資するとともに、テストの出題や解答方法、結果の提供方法等に
関するデータを収集する。また、ＣＢＴ方式、「思考力・判断力・表現力」等を問う問題の出題及び解答状況等について調査研究を実施する。

○ 平成３０年１月中に実践研究校の協力を得て調査を実施し、本年度中に学校に結果を返却する予定。

※上記のほか、アンケート調査（学校用、生徒用）を実施する。

＜事業の種類＞

＜各教科の実施内容等＞

※事業Ｅの教科（国語・数学・英語）については、必ずしも上記の実施内容等によらず、ＣＢＴの特性を生かした試験問題を出題する。 3644 48 / 81
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高校生の基礎学力の定着に向けた学習改善のための研究開発事業
実践研究校一覧

【平成２８年度からの継続団体】 【平成２９年度からの新規団体】

整理
番号

委託団体 実践研究校 学 科
生徒数

１年 ２年 合計

1 北海道教育委員会 札幌英藍高等学校 普通科 320 318 638 

2 山形県教育委員会 庄内総合高等学校 総合学科 108 94 202 

3 石川県教育委員会 松任高等学校 普通科、総合学科 189 172 361 

4 静岡県教育委員会 熱海高等学校 普通科 105 94 199 

5 滋賀県教育委員会 玉川高等学校 普通科 320 319 639 

6 大阪府教育委員会
大阪府教育センター
附属高等学校

普通科 281 280 561 

7 兵庫県教育委員会

柏原高等学校 普通科 240 277 517 

姫路南高等学校 普通科 240 239 479 

8 島根県教育委員会 出雲農林高校
専門学科（植物科学科、環
境科学科、食品科学科、動
物科学科）

161 156 317 

9 岡山県教育委員会

林野高等学校 普通科 112 133 245 

岡山工業高等学校

専門学科（機械科、土木科、
化学工学科、デザイン科、
建築科、情報技術科、電気
科）

320 318 638 

10 福岡県教育委員会 朝倉東高等学校
普通科・専門学科（総合ビ
ジネス、ビジネス情報科）

200 199 399 

合計 12校 2,596 2,599 5,195 

整理
番号

委託団体 実践研究校 学 科
生徒数

１年 ２年 合計

1 千葉県教育委員会 船橋法典高等学校 普通科 240 230 470 

2 山梨県教育委員会

市川高等学校 普通科、英語科 150 151 301 

富士北稜高等学校 総合学科 260 254 514 

3 岐阜県教育委員会 海津明誠高等学校
普通科、情報処理科、生活
福祉科

189 181 370 

4 三重県教育委員会 菰野高等学校 普通科 160 158 318 

5 奈良県教育委員会 榛生昇陽高等学校 普通科、福祉科 192 182 374 

6 高知県教育委員会 高知丸の内高等学校
普通科
音楽科

167 164 331 

7
学校法人文理開成
学園

文理開成高等学校
普通科（大学進学コース、
普通コース）

42 33 75 

合計 8校 1,400 1,353 2,753 

※生徒数は、継続団体・新規団体ともに平成29年4月現在の人数

高校生の基礎学力の定着に向けた学習改善のための研究開発事業

問題作成

採点・分析

平成３０年度概算要求額 １３９百万円
（平成２９年度予算額 １３８百万円）

「経済財政運営と改革の基本方針2017（平成29年6月）」及び「教育再生実行会議第10次提言（平成29年6月）」等を踏ま
え、「高校生に求められる基礎学力の確実な習得」と「学習意欲の喚起」を目的とした「高校生のための学びの基礎診断」の運用開始を
見据え、以下の取組みを通して高等学校現場のＰＤＣＡサイクルの確立を目指す。
（1）実践研究校において、基礎学力の定着に向けたきめ細やかな学習指導に取り組むための学習指導体制の検討や教材開発等
（2）上記の取組に資するよう試行調査を実施し、生徒の学習成果や課題を把握。試行調査の結果も活用しつつテスト手法に関し

研究開発

１．目的

２．実施内容

試行調査のイメージ

委託先

（1）「高校生のための学びの基礎診断」の運用を念頭に置いた基礎
学力の着実な定着に取り組む実践研究校における調査研究

（委託事業 対象：都道府県教育委員会等）

・学習評価やテスト等で把握された
分析結果による指導改善方策の
検討・実施

・指導改善に必要な指導体制、教材
研究、研修等の企画・実施 など

・基礎学力の定着に向けた学校毎
の事業計画の策定

・分析結果などに基づく事業計画の
修正・変更 など

・主担当の教員や支援スタッフ等か
らなる指導体制の整備

・計画に基づく授業、補習等の学
習活動の実施 など

・指導要録等への適切な反映など、
多面的な学習評価の実施

・「高校生のための学びの基礎診断」
などを活用した生徒の基礎学力の
定着度の測定 など

Do

Action Check

（2）学習成果や課題を把握するための試行調査の実施及び
テスト手法の研究開発

（委託事業 対象：民間事業者等）

実践研究校

問題の送付
＜テスト実施＞

＜指導改善等＞

答案の送付

分析結果の提供

テスト実施
CBTも一部試行

Plan

①試行調査
高等学校のニーズを踏まえた問題を作成し、生徒の学習成果や課題につ
いて確認し、学校における指導改善に資するとともに、テストの出題や解
答方法、結果の提供方法等に関するデータを収集する。

実践研究校

②テスト手法の開発
試行調査の結果も活用しつつ、CBT方式、「思考力・判断力・表現力」
を問う記述式問題の作成など、テスト手法に関する研究開発を行う。
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